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地域保健活動における情報収集・利用の倫理的問題

市町村保健婦を対象とした調査結果より
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目的　地域保健活動における情報の取り扱いに関して，課題点を明らかにする。

方法　1996年に全国の市町村保健婦を対象として，郵送による調査票を用いた調査を実施した。調査の内容

は，データ入力における望ましい方式，情報利用の際の同意の必要性，検診データの開示，検診時のデ

ータ収集，検診結果の返却方法，これまで受けた倫理教育などである。

成績　1996年8月末までに返送された536通の調査票を解析した。老人保健法による基本健康診査結果のコ

ンピュータ入力は市町村の保健婦以外の正職員によるものが最も望ましいと考えている者が最も多く，

ついで外注であった。検査結果の公表や検査実施に対する同意の必要性については，内容がセンシテ

ィヴになるに従って受診者の個々の同意が必要と考える者の割合が高くなっていた。地域保健活動に

関連する職種からの検診受診者に関わる検診結果の提供要求については，いずれの職種の場合にも本

人の了解を必要と考える者がもっとも多かったが，主治医には無条件で提供，ケースワーカーには断

わる者が多少多い傾向がみられた。検診の際の収集情報に関する実体や考え方では，生年月日，職業

は必要と考えている者が多いが，職業については尋ねることに多少の抵抗がある者が多かった。子宮

がん検診における初交歴は過半数の者が必要なしと答えているが，出産歴は90％が尋ねていた。胃が

ん検診における家族歴，乳がん検診における授乳歴と家族歴はいずれも90％以上で情報収集していた。

受診者本人への検診結果，特に指導が必要とされない者への結果の返却方法は，約90％の保健婦が面

接，または直接郵送法により，本人に直接返却していると回答していた。保健婦活動における倫理問

題に関する教育については，35.8％が卒前教育で，4.1％が卒後研修で受けているが，逆に約6割の保

健婦は受けたことがないと回答していた。

結論　市町村保健婦の情報収集・利用に関する倫理的側面の一端を明らかにした。十分な理解が出来ていな

いことを伺わせる回答もあり，教育の不十分さも含めて今後の検討課題である。

Key words : 地域保健活動，倫理問題，情報収集，情報利用，プライバシー，保健婦教育
























